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治水施設の整備による効果

未整備 河川整備後

・ 治水施設がなければ洪水時に河川が氾濫
・堤防、ダム、遊水地等の治水施設により洪水氾濫を防止

ダム

遊水地

堤防
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治水施設整備の考え方

基準点

ダム

遊水地

堤防

堤防

ダム

計画降雨の規模を設定
例） １００年に１回起こる大雨

基準点の洪水流量 （基本高水流量）を設定

基本高水を安全に流下させるための治水施設
の配置計画を策定

河道が受け持つ流量（計画高水流量）を設定

時間

流量

洪水調節施設で調節

河道で流下

基本高水流量

計画高水流量
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治水施設の整備による便益

• 水害により生じる人命被害と直接的または間接的な
資産被害を軽減することによって生じる可処分所得

の増加（便益）

• 水害が減少することによる土地の生産性向上に伴う
便益

• 治水安全度向上に伴う精神的な安心感

時間

流量

洪水調節施設整備

河道整備

無害流量

Qc

Qr 治水施設整備により得られる
便益を、河道整備による便益と
洪水調節施設整備による便益に
分け、その比率をQr：Qcと仮定
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治水事業の主な効果（１／２）
効果（被害）の内容

家　　屋 居住用・事業用建築物の被害

家庭用品 家具・自動車等の浸水被害

事業所償却資産
事業所固定資産のうち、土地・
建物を除いた償却資産の浸水
被害

事業所在庫資産 事業所在庫品の浸水被害

農漁家償却資産
農漁業生産に係わる農漁家の
固定資産のうち、土地・建物を除
いた償却資産の浸水被害

農漁家在庫資産 農漁家の在庫品の浸水被害

浸水による農作物の被害

公共土木施設等被害

道路、橋梁、下
水道、都市施
設、電力、ガス、
水道、鉄道、電
話、農地、農業
用施設等

公共土木施設、公益事業施設、
農地、農業用施設等の浸水被害

人命損傷

分類

被
害
防
止
便
益

直
接
被
害

資産被害抑止効果

一般資産被害

農産物被害

人身被害抑止効果

：便益算定に計上している項目
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治水事業の主な効果（２／２）

効果（被害）の内容

家計
浸水した世帯の平時の家事労働、余暇活動等が阻

害される被害

事業所
浸水した事業所の生産の停止・停滞（生産高の減

少）

公共・公益サービス 公共・公益サービスの停止・停滞

家計
浸水世帯の清掃等の事後活動、飲料水等の代替品

購入に伴う新たな出費等の被害

事業所 家計と同様の被害

国・地方公共団体
家計と同様の被害および市町村等が交付する緊急

的な融資の利子や見舞金等

交通途絶による被害
道路、鉄道、空港、

港湾等

道路や鉄道等の交通途絶に伴う周辺地域を含めた

波及被害

ライフライン切断によ

る波及被害

電力、水道、ガス、

通信等

電力、ガス、水道等の供給停止に伴う周辺地域を含

めた波及被害

中間産品の不足による周辺事業所の生産量の減少

や病院等の公共・公益サービスの停止等による周辺
地域を含めた波及被害

資産の被害による精神的打撃

稼働被害に伴う精神的打撃

人身被害に伴う精神的打撃

清掃労働等による精神的打撃

波及被害に伴う精神的打撃

治水安全度の向上による地価の上昇等

分類

被

害
防
止
便
益

間

接
被
害

稼働被害抑止効果 営業停止被害

事後的被害抑止効

果

応急対策費用

営業停止波及被害

高度化便益

精神的被害抑止効

果

資産被害に伴うもの

稼働被害に伴うもの

人身被害に伴うもの

事後的被害に伴うもの

波及被害に伴うもの
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費用対効果（Ｂ／Ｃ）の算出の流れ

総便益（Ｂ）

氾濫シミュレーション

年平均被害軽減期待額

想定被害額の算出

総便益（Ｂ）の算出

総費用（Ｃ）

総事業費の算出

維持管理費の算出

総費用（Ｃ）の算出

費用対効果（Ｂ／Ｃ）の算出

残存価値の算出
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治水経済調査を行うにあたっての想定

①被害防止便益算定の際の想定

• 氾濫区域内の資産
• 水害から通常の社会経済活動に戻るための
時間

• 破堤地点、洪水規模
• 被害防止便益の算定に用いる資産等の基
礎数量や被害率等

②治水施設の費用算定の際の想定

• 整備に要する期間、投資計画
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総便益（Ｂ）の算出

氾濫シミュレーション

年平均被害軽減期待額

想定被害額の算出

総便益（Ｂ）の算出

計画規模の洪水を含め、発生

確率が異なる数洪水を選定し

氾濫シミュレーションを実施し、

想定氾濫区域を求める。

（梯川では、
1/3,1/5,1/10,1/20,1/30,1/50,
1/100 

の発生確率で実施）

梯川氾濫シミュレーション（1/100）

残存価値の算出
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総便益（Ｂ）の算出

氾濫シミュレーション

年平均被害軽減期待額

想定被害額の算出

総便益（Ｂ）の算出

氾濫シミュレーション結果に基づ
き、確率規模別の想定被害額を算
出する。

直接被害

・一般資産被害

（家屋、家庭用品、事業所等）

・農作物被害

・公共土木施設被害

間接被害

・営業停止被害

・家庭における応急対策費用

・事業所における応急対策費用

残存価値の算出
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総便益（Ｂ）の算出

氾濫シミュレーション

年平均被害軽減期待額

想定被害額の算出

総便益（Ｂ）の算出

●事業を実施しない場合と実施した

場合の被害額の差分を被害軽減

額とする。

●確率規模別の被害軽減額にその

洪水の生起確率を乗じて、計画対

象規模(1/100)まで累計することに
より、

「年平均被害軽減期待額」を算出

する。残存価値の算出
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年平均被害軽減期待額の算出

590,929 0 590,929 0.010 W=1/100
118,4085,602 0.010 560,243 

529,556 0 529,556 0.020 W=1/ 50 112,8056,337 0.013 487,471 

445,385 0 445,385 0.033 W=1/ 30 106,46825,497 0.067 380,548 

315,710 0 315,710 0.100 W=1/ 10 80,97129,078 0.100 290,782 

265,853 0 265,853 0.200 W=1/  5 51,89329,055 0.133 218,462 

171,070 0 171,070 0.333 W=1/  3 22,83822,838 0.267 85,535 

0 0 0 0.600 W=1/1.6

軽減額
③＝①－
②

事業を実施
した場合
②

事業を実
施しない
場合①

年平均被害額の
累計

＝年平均被害軽
減期待額

年平均
被害額
④×⑤

区間確
率
⑤

区間
平均
被害
額
④

被 害 額

超過確率流量規模

様式-6      年平均被害軽減期待 水系名：梯川 河川名：梯川 対象河道：昭和46年
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総便益（Ｂ）の算出

氾濫シミュレーション

年平均被害軽減期待額

想定被害額の算出

総便益（Ｂ）の算出

堤防及び護岸等構造物、用地の残
存価値をそれぞれ求める。
（構造物以外の堤防及び低水路と護
岸等の構造物、用地についてそ
れぞれ残存価値を求める）
※５０年後の価値を現在価値化

（コンクリート構造物：総費用の１０％）

※ダムは耐用年数80年とし減価償却の
考え方による。

残存価値の算出
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総便益
現在価値化した総便益

総便益（Ｂ）の算出

氾濫シミュレーション

年平均被害軽減期待額

想定被害額の算出

総便益（Ｂ）の算出

事業期間＋事業完了後５０年間

を評価対象期間として年被害軽減

期待額の総額に残存価値を加え

総便益（Ｂ）とする。

なお、将来の便益は年４％の割引

率で割り引いて評価する。

総便益(B)＝２兆２１０億円

残存価値の算出

施設完成

H66

評価時点

H16末

事業着手

S46

整備期間

今後整備５０年

施設完成後の

評価期間５０年

総便益B
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総費用（Ｃ）の算出

総事業費の算出

維持管理費の算出

総費用（Ｃ）の算出

事業着手時点から治水施設完成ま

での総事業費を求める。

総費用（Ｃ）＝総事業費＋維持管理費

事業着手時点から治水施設完成後、

評価期間（５０年間）の維持管理費を

求める。
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総費用（Ｃ）の算出

総事業費の算出

維持管理費の算出

総費用（Ｃ）の算出

事業着手時点から治水施設完成ま

での総建設費を求める。

梯川水系

事業着手：工事実施基本計画策定時

昭和46年とする
総事業費：事業着手（S46）～

現在（H16）
までの実績投資額

＋残事業費＝９６１億円

（現在価値化した事業費）
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総費用（Ｃ）の算出

総事業費の算出

維持管理費の算出

総費用（Ｃ）の算出

事業着手時点から治水施設完成後、

評価期間（５０年間）の維持管理費を

求める。

（堤防の除草等の維持管理費

ポンプの運転経費や定期点検費用等）
※年当たり維持管理費は至近１０カ年の平均

を用いる。

維持管理費＝ ２３０億円
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総費用（Ｃ）の算出

総事業費の算出

残存価値の算出

維持管理費の算出

総費用（Ｃ）の算出
総費用（Ｃ）＝

総事業費＋維持管理費

＝９６１＋２３０＝１，１９１億円

※なお、将来の便益は年４％の割引率で割り引いて評価する。
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費用対効果（Ｂ／Ｃ）の算出 （梯川水系）

総便益（Ｂ）

氾濫シミュレーション

年平均被害軽減期待額

想定被害額の算出

総便益（Ｂ）＝

２兆２１０億円

総費用（Ｃ）

総事業費の算出

維持管理費の算出

総費用（Ｃ）＝

１，１９１億円

費用対効果の算出

費用便益比Ｂ／Ｃ＝１７．０

残存価値の算出


